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１． 目的

平成24年度診療報酬改定においては、在宅で医療ニーズの高い患者が増加していること等から、

訪問看護について、対象拡大等の要件の緩和、早朝、夜間、深夜の訪問に対する評価、看護補助

者との同行訪問に係る評価、専門性の高い看護師による同一日の訪問看護の評価、精神科訪問看

護に対する評価体系の見直し等を行い、さらなる訪問看護の充実を図ることを目的とした各種の

評価を行った。

本調査は、これらを踏まえ、訪問看護の実施状況や、介護保険との連携状況、在宅医療の実施

状況、患者の意識等について把握し、当該診療報酬の改定の効果・影響を検証することを目的と

して実施した。

２． 調査対象

本調査では、「訪問看護ステーション調査」「保険医療機関調査」「精神科訪問看護（病院）調

査」「利用者調査」の4つの調査を実施した。各調査の対象は、次のとおりである。

①訪問看護ステーション調査：全国の訪問看護ステーションから無作為抽出した 1,500 事業所及

び日本精神科看護技術協会の会員で精神科訪問看護を実施している 182 事

業所の合計 1,682 事業所を対象とした。

②保険医療機関調査：全国の訪問看護を実施している保険医療機関から無作為抽出した 700 施設。

③精神科訪問看護（病院）調査：精神科訪問看護・指導料を算定しており、かつ精神病棟入院基

本料を算定している全国の病院から無作為抽出した 300 施設。

④利用者調査：

1）訪問看護ステーション及び保険医療機関の利用者

・上記、「①訪問看護ステーション調査」及び「②保険医療機関調査」の対象施設・事業所の

利用者のうち、医療保険での訪問看護を利用している人を対象とした。

・1施設・事業所につき4名を本調査の対象とした。4名の内訳は、「15歳未満」の利用者、「精

神疾患」のある利用者、「11月1か月間に13日以上訪問」した利用者、「末期のがん」の利用

者から1名ずつとした（該当者がいない場合は、その他も合わせて4名までとした）。客体数

は9,528人（4名×2,382施設=9,528名）となった。

2）精神科訪問看護（病院）の利用者

・上記、「③精神科訪問看護（病院）調査」の対象施設の利用者のうち、医療保険での訪問看

護を利用している人を対象とした。

・1施設につき2名を本調査の対象とした。2名の内訳は、「退院後3か月未満」の利用者1名、「退

院後3か月以上」の利用者1名とした。客体数は600人（2×300=600人）となった。

※上記 1）と 2）の合計で、10,128 人を配付対象とした。
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３． 調査方法

・「訪問看護ステーション調査」「保険医療機関調査」「精神科訪問看護（病院）調査」は、自記式

調査票の郵送配布・回収とした。

・「利用者調査」については、訪問看護の利用状況や意識等を利用者自身に対して尋ねる「利用者

調査（利用者記入分）」と、病状や受けている訪問看護の内容等を訪問看護を提供している施設・

事業所に対して尋ねる「利用者調査（施設・事業所記入分）」の 2 種類の調査票を配布した。

・「利用者調査（利用者記入分）」と「利用者調査（施設・事業所記入分）」には、共通の ID を付

与し、「利用者調査（利用者記入分）」を配付した利用者に対して、同一 ID の「利用者調査（施

設・事業所記入分）」に施設・事業所が回答するように依頼した。

・「利用者票（利用者記入分）」の回収は、各利用者から、事務局宛の返信用専用封筒にて直接回

収した。

・調査実施時期は平成 24 年 11 月 20 日～平成 25 年 1 月 21 日。
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４． 調査項目

区分 主な調査項目

（1）訪問看護ス

テーション調

査

○事業所概要

・ 開設者、併設施設・事業所、訪問看護開始時期、サテライトの有無、

24 時間対応体制等

・ 職員数（看護師、リハビリ職、精神保健福祉士、看護補助者 等）

・ 職員の異動、専門看護師等の有無、管理者の勤続年数等

○利用者数、訪問回数

・ 利用者数、訪問回数

・ 状態・状況別利用者数（厚生労働省の定める疾病、サービス付き高

齢者向け住宅、新規利用、年齢別、超重症児等、要介護度、日常生

活自立度、認知症高齢者の日常生活自立度、褥瘡、長時間の利用、

頻回、特別管理加算、たんの吸引、特別訪問看護指示書、ターミナ

ル）

○入院中・退院直後の訪問看護の実施状況

・ 入院中の外泊日の訪問看護

・ 退院後訪問看護の利用者（30 日以内の再入院、特別訪問看護指示

書、1 週間に 4 日以上の訪問 等）

○夜間や緊急時の対応

・ 早朝、夜間、深夜の計画的な訪問看護

・ 緊急訪問の実施回数、緊急訪問の指示を受けた医療機関 等

○専門性の高い看護師や複数名の看護職員等による訪問

・ 専門性の高い看護師の訪問（緩和ケア、褥瘡）の実績、効果、訪問

ない理由 等

・ 複数名訪問看護の実績、目的、効果

○精神科訪問看護

・ 届出の状況、精神科訪問看護の開始時期、要件、職員の職種

・ 疾患別・年齢別・手帳の級別利用者数、通院状況、家族への訪問

・ 算定している基本療養費の種類、長時間加算の状況、複数名の職員

による訪問の状況、夜間・早朝訪問看護加算の算定状況、精神科緊

急訪問看護加算の状況、特別訪問看護指示書の交付状況、頻回訪問

○医療機関、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所等との連携

・ 複数の訪問看護ステーションからの訪問看護の実施状況、理由 等

・ 医療機関との協力関係、情報伝達手段、在宅がん医療総合診療料を

算定している利用者の有無 等

・ 居宅介護支援事業所・地域包括支援センターとの連絡 等

○収支
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・ 経営管理の実施、収支の報酬改定前との比較・その理由 等

（2）保険医療機

関調査

○施設概要

・ 開設者、施設種別、病床数、併設施設・事業所 等

○訪問看護の実施状況

・ 訪問看護開始時期

・ 職員数（看護師、看護補助者 等）、職員の異動、専門の研修を受

けた職員

・ 利用者数、訪問回数

・ 状態・状況別利用者数（厚生労働省の定める疾病、サービス付き高

齢者向け住宅、新規利用、年齢別、超重症児等、要介護度、日常生

活自立度、認知症高齢者の日常生活自立度、褥瘡、長時間の利用、

頻回、在宅移行管理加算、たんの吸引、ターミナル）

○入院中・退院直後の訪問看護の実施状況

・ 入院中の外泊日の訪問看護

・ 退院後訪問看護の利用者（30 日以内の再入院、特別訪問看護指示

書、1 週間に 4 日以上の訪問 等）

○夜間や緊急時の対応

・ 早朝、夜間、深夜の計画的な訪問看護

・ 緊急訪問の実施回数、緊急訪問の指示を受けた医療機関 等

○専門性の高い看護師や複数名の看護職員等による訪問

・ 専門性の高い看護師の訪問（緩和ケア、褥瘡）の実績、効果、訪問

ない理由 等

・ 複数名訪問看護の実績、目的、効果

○居宅介護支援事業所・地域包括支援センターとの連携

・ 居宅介護支援事業所・地域包括支援センターとの連絡 等

（3）精神科訪問

看護（病院）調査

○施設概要

・ 開設者、施設種別、病床数、併設施設・事業所 等

○訪問看護の実施状況等

・ 精神科訪問看護開始時期

・ 職員数（看護師、作業療法士、精神保健福祉士、看護補助者 等）

・ 職員の異動、管理者の勤続年数等

○精神科訪問看護以外の訪問看護の利用者数、訪問回数

・ 利用者数、訪問回数

・ サービス付き高齢者向け住宅

○精神科訪問看護

・ 新規の利用者数

・ 疾患別・年齢別・手帳の級別利用者数、通院状況、家族への訪問
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・ 算定している基本療養費の種類、長時間加算の状況、複数名の職員

による訪問の状況、夜間・早朝訪問看護加算の算定状況、精神科緊

急訪問看護加算の状況、特別訪問看護指示書の交付状況、頻回訪問

○入院中・退院直後の訪問看護の実施状況

・ 入院中の外泊日の訪問看護

・ 退院後訪問看護の利用者（再入院、1 週間に 4 日以上の訪問 等）

（4）利用者調査 ○利用者記入分

・ 年齢・性別、同居家族、住まいの状況

・ 要介護度、利用している医療、介護サービス、訪問診療の頻度

・ 訪問看護の開始時期、利用事業所数、事業所の見つけ方

・ 外泊時の状況、退院後の利用状況・評価、訪問看護の利用頻度・評

価、訪問人数、対応の評価、早朝・夜間・深夜の訪問看護

・ 急変時の対応指示、訪問看護の緊急時の連絡・対応

・ 訪問看護への要望在宅医療の評価

○施設記入分

・ 年齢・性別、在宅移行前の入院・入所場所、NICU への入院有無

・ 超重症児・準超重症児スコア、要介護度、認知症・障害の状況

・ 病名、状態、褥瘡の状態

・ ケアの内容、訪問看護開始時期、訪問看護の種別・加算の状況、訪

問日数、特別訪問看護指示書の交付の有無
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５． 結果概要

（１） 回収の状況

図表 1 回収の状況

調査区分 発送数 回収数 回収率
有効

回収数

有効

回収率

①訪問看護ステーション調査

事業所数 1,682 723 43.0％ 702 41.7％

②保険医療機関調査

施設数 700 230 32.9％ 105 15.0％

③精神科訪問看護（病院）調査

施設数 300 92 30.7％ 87 29.0％

④利用者調査

利用者調査（施設・事業所記入分） 10,128
（①、②に
各 4 通、
③に各 2
通同封し
て送付）

2,053 20.3％

利用者調査（利用者記入分） 1,989 19.6％

うち、両調査が回収でき、対象が
一致したもの

1,467 14.5％

※保険医療機関調査及び精神科訪問看護（病院）調査では、訪問看護の実施状況について質問を設け
ており、医療保険の訪問看護を実施してない、という回答だった場合は、有効回収数に含めていな
い。
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（２） 訪問看護ステーション調査、保険医療機関調査、精神科訪問看護（病院）調査の概要

【調査対象等】

＜訪問看護ステーション調査＞

調査対象：全国の訪問看護ステーションから無作為抽出した 1,500 事業所及び日本精神

科看護技術協会の会員で精神科訪問看護を実施している 182 事業所の合計

1,682 事業所を対象とした。

回 答 数：702 事業所

回 答 者：訪問看護ステーションの開設者・管理者

＜保険医療機関調査＞

調査対象：全国の訪問看護を実施している保険医療機関から無作為抽出した 700 施設を

対象とした。

回 答 数：105 施設

回 答 者：訪問看護部門の責任者

＜精神科訪問看護（病院）調査＞

調査対象：精神科訪問看護・指導料の届出があり、かつ精神病棟入院基本料を算定して

いる全国の病院から無作為抽出した 300 施設を対象とした。

回 答 数：87 施設

回 答 者：精神科訪問看護部門の責任者
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① 事業所・施設の概要

1) 開設者

「訪問看護ステーション調査」において有効回答が得られた 702 事業所の開設者をみると、「医

療法人」（45.3％）が最も多く、次いで「営利法人」（20.8％）、「社会福祉法人」（8.1％）であった。

図表 2 開設者【訪問看護ステーション】

8.1% 20.8%

3.1%

1.4%

45.3%

5.0%

3.0%

5.6% 1.9%

2.1%

1.7%

1.9%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=702）

都道府県･市区町村･地方独立行政法人･広域連合･一部事務組合 日本赤十字社･社会保険関係団体

医療法人 医師会

看護協会 社団･財団法人

社会福祉法人 農業協同組合及び連合会

消費生活協同組合及び連合会 営利法人

特定非営利活動法人 その他

無回答

※「その他」の内容としては、「社会医療法人」（4 件）、「医療生活協同組合」（2 件）が挙げられた。

「保険医療機関調査」において有効回答が得られた 105 施設の開設者をみると、「医療法人」

（59.0％）が最も多く、次いで「公立」（13.3％）、「その他の法人」（12.4％）であった。

図表 3 開設者【保険医療機関】

12.4%

1.0%

13.3%
3.8%

3.8%

59.0%

3.8%

1.9%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険医療機関
(n=105）

国 公立 公的 社会保険関係団体 医療法人 個人 学校法人 その他の法人 無回答

「精神科訪問看護（病院）調査」において有効回答が得られた 87 施設の開設者をみると、「医

療法人」（65.5％）が最も多く、次いで「公立」（17.2％）、「その他の法人」（14.9％）であった。

図表 4 開設者【精神科訪問看護（病院）】

14.9%17.2%
2.3%

65.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科訪問看護
（病院）（n=87）

公立 公的 医療法人 その他の法人
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2) 施設種別

「保険医療機関」の施設種別は、「在宅療養支援病院以外の病院」が 50.5％で最も多く、次いで

「在宅療養支援診療所」（16.2％）、「在宅療養支援病院」（13.3％）であった、

図表 5 施設種別【保険医療機関】

16.2% 5.7% 13.3% 50.5% 14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険医療機関
(n=105）

在宅療養支援診療所 在宅療養支援診療所以外の診療所 在宅療養支援病院

在宅療養支援病院以外の病院 無回答

「精神科訪問看護（病院）」の施設種別は、「在宅療養支援病院以外の病院」が 72.4％を占めた。

図表 6 施設種別【精神科訪問看護（病院）】

5.7% 72.4% 21.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科訪問看護
（病院）（n=87）

在宅療養支援病院 在宅療養支援病院以外の病院 無回答

12
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a （病院について）入院基本料

「訪問看護ステーション」で、同一敷地内に併設病院を有する 206 事業所について、併設病院

の入院基本料は、「一般」が 63.1％で最も多く、次いで「精神」（27.7％）、「療養」（27.2％）であ

った。

組み合わせでみると、「一般のみ」が 40.8％で最も多く、次いで「精神のみ」（21.4％）、「一般

と療養」（18.9％）であった。

図表 7 ＜同一敷地内に併設病院がある場合＞併設病院の入院基本料

【訪問看護ステーション】（複数回答）（n=206）

63.1%

27.2%

1.0%

27.7%

1.9%

1.0%

3.4%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一般

療養

結核

精神

特定機能病院

専門病院

障害者施設等

無回答

図表 8 ＜同一敷地内に併設病院がある場合＞併設病院の入院基本料（「一般」「療養」「精神」）

の組み合わせ【訪問看護ステーション】

事業所数 割合

一般のみ 84 40.8%

療養のみ 8 3.9%

精神のみ 44 21.4%

一般と療養と精神 3 1.5%

一般と療養 39 18.9%

一般と精神 4 1.9%

療養と精神 6 2.9%

一般、療養、精神なし 5 2.4%

無回答 18 8.7%

全体 206 100.0%

13
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「保険医療機関」のうち「病院」である 67 施設について、入院基本料をみると、「一般」が 79.1%

で最も多く、次いで「療養」（29.9%）であった。

組み合わせでみると、「一般のみ」が 53.7％で最も多く、次いで「一般と療養」（23.9％）であ

った。

図表 9 ＜病院の場合＞入院基本料【保険医療機関】（複数回答）（n=67）

79.1%

29.9%

0.0%

4.5%

3.0%

3.0%

4.5%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

一般

療養

結核

精神

特定機能病院

専門病院

障害者施設等

無回答

図表 10 （病院の場合）入院基本料（「一般」「療養」「精神」）の組み合わせ【保険医療機関】

病院数 割合

一般のみ 36 53.7%

療養のみ 3 4.5%

精神のみ 1 1.5%

一般と療養と精神 0 0.0%

一般と療養 16 23.9%

一般と精神 1 1.5%

療養と精神 1 1.5%

一般、療養、精神なし 4 6.0%

無回答 5 7.5%

全体 67 100.0%
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「精神科訪問看護（病院）」の入院基本料は、「精神」は本調査の対象条件であり、全ての施設

で該当した。他は、「一般」が 13.8％、「療養」が 11.5％であった。

図表 11 入院基本料【精神科訪問看護（病院）】（複数回答）（n=87）

13.8%

11.5%

5.7%

1.1%

0.0%

0.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般

療養

結核

精神

特定機能病院

専門病院

障害者施設等

15
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b （一般病棟について）看護区分

「訪問看護ステーション」のうち併設病院に一般病棟がある 130 事業所について、当該病院の

一般病棟の看護区分をみたところ、「10 対 1」が 39.2％で最も多く、次いで「7 対 1」（33.8％）、「15

対 1」（8.5％）であった。

図表 12 ＜併設病院に一般病棟がある場合＞一般病棟の看護区分【訪問看護ステーション】

33.8% 39.2% 4.6% 8.5% 13.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
(n=130)

7対1 10対1 13対1 15対1 無回答

「保険医療機関」のうち一般病棟を有する 53 施設について、一般病棟の看護区分をみたところ、

「10 対 1」が 49.1％で最も多く、次いで「7 対 1」（24.5％）、「15 対 1」（11.3％）であった。

図表 13 ＜病院で、一般病棟がある場合＞一般病棟の看護区分【保険医療機関】

24.5% 49.1%

3.8%

11.3% 11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険医療機関
(n=53)

7対1 10対1 13対1 15対1 無回答

「精神科訪問看護（病院）」のうち一般病棟を有する 12 施設について、一般病棟の看護区分を

みたところ、「10 対 1」が 33.3％で最も多く、次いで「7 対 1」、「15 対 1」（それぞれ 25.0％）であ

った。

図表 14 ＜一般病棟がある場合＞一般病棟の看護区分【精神科訪問看護（病院）】

25.0% 33.3% 8.3% 25.0% 8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科訪問看護
病院(n=12)

7対1 10対1 13対1 15対1 無回答

16
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c （一般病棟がある場合）一般病棟の看護区分の変更

「訪問看護ステーション」のうち一般病棟を有する併設病院があった 130 事業所について、併

設病院の一般病棟の看護区分の変更の有無をみると、「変更なし」が 80.8％を占め、「変更あり」

は 11.5％（15 件）だった。

変更があった場合の看護区分についてみると、看護区分が下がった病院が 7 件、上がった病院

が 6 件であった。

図表 15 ＜併設病院に一般病棟がある場合＞一般病棟の看護区分の変更の有無

【訪問看護ステーション】

11.5% 80.8% 7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=130）

変更あり 変更なし 無回答

図表 16 過去１年以内の看護区分の変更があった場合：変更後の看護区分別、

変更前の看護区分【訪問看護ステーション】

変更前の看護区分

合計 7 対 1 10 対 1 13 対 1 15 対 1

全体
15 4 6 5 0

100.0% 26.7% 40.0% 33.3% 0.0%

一
般
病
棟
の
看
護
区
分
（
現
在
）

7 対 1
3 0 3 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

10 対 1
7 4 0 3 0

100.0% 57.1% 0.0% 42.9% 0.0%

13 対 1
2 0 2 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

15 対 1
1 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

無回答
2 0 1 1 0

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0%

↑：看護区分が上がった病院。↓：看護区分が下がった病院

↑

↑↓

↓

↓
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「保険医療機関」のうち一般病棟を有する病院 53 施設について、一般病棟の看護区分の変更の

有無についてみると、「変更なし」が 81.1％、「変更あり」が 7.5％（4 件）だった。

変更があった場合の看護区分についてみると、看護区分が下がった病院が 1 件、上がった病院

が 2 件であった。

図表 17 ＜一般病棟を有する病院の場合＞一般病棟の看護区分の変更の有無【保険医療機関】

7.5% 81.1% 11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険医療機関
(n=53)

変更あり 変更なし 無回答

図表 18 ＜看護区分の変更があった場合のみ＞一般病棟の看護区分別 変更前看護区分

【保険医療機関】

変更前看護区分

合計 7 対 1 10 対 1 13 対 1 15 対 1 無回答

全体
4 1 1 1 1 1

100.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 16.7%

一
般
病
棟
の
看
護
区
分
（
現
在
）

7 対 1
1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10 対 1
2 1 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

13 対 1
0 0 0 0 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

15 対 1
0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

無回答
1 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0

↑：看護区分が上がった病院。↓：看護区分が下がった病院

「精神科訪問看護（病院）」のうち一般病棟を有する 12 施設では、看護区分の「変更あり」は

8.3％（1 件）であった。

図表 19 ＜一般病棟がある場合＞一般病棟の看護区分の変更の有無【精神科訪問看護（病院）】

8.3% 91.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科訪問看護（病院）（n=12）

変更あり 変更なし

※「変更あり」は 1 か所で、変更前は 10 対 1 で、現在は 7 対 1 に看護区分を上げていた。

↑↓

↑
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3) 病床数

「保険医療機関」における 1 施設あたりの病床数は平均 162.2（標準偏差 179.0、中央値 111.0）

床であった。

図表 20 １施設あたり 病床数【保険医療機関】（n=93）

単位：床

平均値 標準偏差 中央値

全病床 162.2 179.0 111.0

一般病床 117.5 165.9 52.0

療養病床 26.5 37.4 6.0

精神病床 11.3 50.4 0.0

「精神科訪問看護（病院）」における 1 施設あたりの病床数は平均 273.3（標準偏差 144.3、中央

値 225.5）床であった。

図表 21 １施設あたり 病床数【精神科訪問看護（病院）】（n=84）

単位：床

平均値 標準偏差 中央値

全病床 273.3 144.3 225.5

一般病床 33.7 107.3 0.0

療養病床 16.5 51.2 0.0

精神病床 224.8 118.8 198.0

※病床数の設問について有効な回答の記載があった調査票は 84 件であった。
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4) 同一敷地内の併設施設・事業所の有無

回答事業所・施設の同一敷地内に併設されている施設・事業所の有無についてみると、「訪問看

護ステーション」では「居宅介護支援事業所」（57.3％）が最も多く、次いで「病院」（29.3％）、

「訪問介護事業所」（27.4％）であった。

図表 22 同一敷地内の併設施設・事業所の有無【訪問看護ステーション】（複数回答）（n=702）

19.8%

29.3%

12.4%

15.7%

4.4%

57.3%

8.7%

27.4%

2.8%

19.7%

10.7%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

該当なし

病院

診療所

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

居宅介護支援事業所

地域包括支援センター

訪問介護事業所

小規模多機能事業所

通所介護事業所

その他

無回答

訪問看護ステーションの開設者別に、居宅介護支援事業所の併設状況をみると、「医師会」では

併設率が 74.3％で最も高く、次いで「社会福祉法人」（71.9％）であった。

図表 23 開設者別 居宅介護事業所の併設状況

開設者別
回答件数

居宅介護支援事
業所併設有り

併設率

全体 702 402 57.3%

都道府県･市区町村･地方独立行政法
人･広域連合･一部事務組合

22 10 45.5%

日本赤十字社･社会保険関係団体 10 2 20.0%

医療法人 318 195 61.3%

医師会 35 26 74.3%

看護協会 21 12 57.1%

社団･財団法人 39 24 61.5%

社会福祉法人 57 41 71.9%

農業協同組合及び連合会 13 8 61.5%

消費生活協同組合及び連合会 15 9 60.0%

営利法人 146 59 40.4%

特定非営利活動法人 12 4 33.3%
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「保険医療機関」では、同一敷地内の併設施設･事業所として「居宅介護支援事業所」（47.6％）

が最も多く、次いで、「訪問看護ステーション」（25.7％）であった。

図表 24 同一敷地内の併設施設・事業所【保険医療機関】（複数回答）（n＝105）

39.0%

47.6%

4.8%

10.5%

1.0%

25.7%

15.2%

13.3%

1.9%

13.3%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

該当なし

居宅介護支援事業所

地域包括支援ｾﾝﾀｰ

訪問介護事業所

小規模多機能事業所

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

通所介護事業所

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

その他

無回答

「精神科訪問看護（病院）」では、「該当なし」が 71.3％を占め、併設施設・事業所は少なかっ

た。最も多いのは「居宅介護支援事業所」で 8.0％であった。

図表 25 同一敷地内の併設施設・事業所【精神科訪問看護（病院）】（複数回答）（n＝87）

71.3%

8.0%

2.3%

2.3%

1.1%

4.6%

3.4%

6.9%

0.0%

13.8%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

該当なし

居宅介護支援事業所

地域包括支援ｾﾝﾀｰ

訪問介護事業所

小規模多機能事業所

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ

通所介護事業所

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

その他

無回答
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5) 同一敷地内の併設病院から訪問看護ステーションへの看護職員の異動（平成 23年 10 月～

平成 24 年 9 月）

同一敷地内に併設病院を有する「訪問看護ステーション」206 事業所において、併設病院から

訪問看護ステーションへの看護職員の異動の有無を尋ねたところ、「有」が 29.1％、「無」が 69.4％

であった。

図表 26 同一敷地内の併設病院から訪問看護ステーションへの看護職員の異動の有無

（平成 23年 10 月～平成 24 年 9 月）【訪問看護ステーション】

29.1% 69.4% 1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=206）

有 無 無回答

6) 同一敷地内の併設施設・事業所間での人事異動（同一敷地内に併設施設・事業所がある場合）

同一敷地内に併設する施設・事業所間での人事異動について、「訪問看護ステーション」では「有」

が 19.4％、「無」が 69.7％であった。

「保険医療機関」では、「有」が 48.4％、「無」が 41.9％であった。

「精神科訪問看護（病院）」では、「有」が 72.7％、「無」が 27.3％であった。

図表 27 同一敷地内の併設施設・事業所間での人事異動の有無

48.4%

72.7%

41.9%

27.3% 0.0%

19.4% 69.7% 11.0%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=557）

保険医療機関
（n=62）

精神科訪問看護
（病院）（n=22）

有 無 無回答

※訪問看護ステーションの回答数（n=557）は、同一敷地内に併設施設・事業所を有していた 557 件にたずねた

ためである。他も同様。
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7) 研修共同開催（同一敷地内に併設施設・事業所がある場合）

同一敷地内に併設する施設・事業所との研修共同開催の有無についてみると、「訪問看護ステー

ション」では、「有」が 63.7％、「無」が 23.0％であった。

「保険医療機関」では、「有」が 62.9％、「無」が 27.4％であった。

「精神科訪問看護（病院）」では、「有」が 77.3％、「無」が 22.7％であった。

図表 28 研修共同開催の有無（同一敷地内に併設施設・事業所がある場合）

62.9%

77.3%

27.4%

22.7% 0.0%

63.7% 23.0% 13.3%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=557）

保険医療機関
（n=62）

精神科訪問看護
（病院）（n=22）

有 無 無回答
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8) 訪問看護の実施状況

訪問看護の実施状況についてみると、「保険医療機関」では、「訪問看護（医療保険）」の実施が

本調査の対象条件であるため、すべての施設に該当した。

「訪問看護（介護保険）」を実施している施設は 76.2％、「精神科訪問看護」を実施している施

設は 6.7％であった。

図表 29 訪問看護の実施状況【保険医療機関】（複数回答）（n=105）

76.2%

6.7%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護(医療保険)

訪問看護(介護保険)

精神科訪問看護

「精神科訪問看護（病院）」では、「精神科訪問看護」の実施が本調査の対象条件であるため、

すべての施設に該当した。「訪問看護（医療保険）」を実施している施設は 16.1％、「精神科訪問看

護（医療観察法）」を実施している施設は 13.8％であった。

図表 30 訪問看護の実施状況【精神科訪問看護（病院）】（複数回答）（n=87）

16.1%

4.6%

13.8%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護(医療保険)

訪問看護(介護保険)

精神科訪問看護

精神科訪問看護(医療観察法)
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9) 訪問看護開始時期

訪問看護を開始した時期についてみると、「訪問看護ステーション」では「1995～1999 年」

（35.5％）が最も多く、次いで「2000～2004 年」（20.2％）、「2005～2009 年」（18.5％）であった。

図表 31 訪問看護開始時期【訪問看護ステーション】（n=702）

9.0%

35.5%

20.2%

18.5%

9.7%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40%

1994(平成6）年以前

1995（平成7）年～1999（平成11）年

2000(平成12）年～2004(平成16）年

2005(平成17）年～2009(平成21）年

2010(平成22）年以降

無回答

「保険医療機関」では「1995～1999 年」（23.8％）が最も多く、次いで「2000～2004 年」（20.0％）、

「1994 年以前」、「2010 年以降」（いずれも 13.3％）であった。

図表 32 訪問看護開始時期【保険医療機関】（n=105）

13.3%

23.8%

20.0%

11.4%

13.3%

18.1%

0% 10% 20% 30% 40%

1994(平成6）年以前

1995（平成7）年～1999（平成11）年

2000(平成12）年～2004(平成16）年

2005(平成17）年～2009(平成21）年

2010(平成22）年以降

無回答
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10) サテライトの有無

「訪問看護ステーション」におけるサテライトの有無をみると、「有」が 4.7％、「無」が 94.2％

であった。

図表 33 サテライトの有無【訪問看護ステーション】

4.7% 94.2% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=702）

有 無 無回答33事業所

a サテライトの設置数

サテライトがあると回答した 33 事業所について、サテライトの設置数をみると、「1 か所」

（72.7％）が最も多く、次いで「2 か所」、「3 か所」（いずれも 9.1％）であった。

図表 34 サテライトの設置数【訪問看護ステーション】

72.7% 9.1% 9.1% 6.1%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
(n=33)

1か所 2か所 3か所 4か所 無回答

b 平成 24 年 4 月～9 月の開設の有無

サテライトがあると回答した 33 事業所について、平成 24 年 4 月～9 月のサテライト開設の有

無をみると、「有」が 21.2％、「無」が 78.8％であった。

図表 35 平成 24年 4 月～9 月のサテライトの開設の有無【訪問看護ステーション】

21.2% 78.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=33）

有 無
7事業所
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c 平成 24 年度中のサテライトの設置予定

サテライトがないと回答した 661 事業所について、平成 24 年度中のサテライト設置予定をみる

と、「無」が 73.8％、「有」は 0.6％であった。

図表 36 平成 24 年度中のサテライトの設置予定【訪問看護ステーション】

0.6%

73.8% 25.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=661）

有 無 無回答
4事業所
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11) 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出状況等

「訪問看護ステーション」における「24 時間対応体制加算」及び「24 時間連絡体制加算」の届

出の有無についてみると、「24 時間対応体制加算」が 71.4％、「24 時間連絡体制加算」が 12.0％、

「（いずれも）無」が 14.5％であった。

図表 37 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無【訪問看護ステーション】

71.4% 12.0% 14.5% 2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
(n=702)

24時間対応体制加算 24時間連絡体制加算 無 無回答

看護職員数別にみると、1 事業所の看護職員数が多くなるほど「24 時間対応体制加算」の割合

が高くなった。

図表 38 看護職員（常勤換算）（平成 24年 9月末）数別

24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無【訪問看護ステーション】

68.0%

82.1%

89.5%

13.5%

7.5%

4.7%

10.4%

3.4%

2.4%

53.8% 18.8%

3.5%

23.9%

16.2%

0.0%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3.0人未満(n=117）

3.0人以上5.0人未満(n=297）

5.0人以上7.5人未満(n=173）

7.5人以上(n=86)

24時間対応体制加算 24時間連絡体制加算 無 無回答

参考 （平成 23 年度調査）24時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無

【訪問看護ステーション】

7.5%68.6% 11.8% 12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
（n=322）

24時間対応体制加算 24時間連絡体制加算 無 無回答
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【24時間対応体制加算・24 時間連絡体制加算の届出の有無別 緊急訪問回数】

ここでは、24 時間対応体制加算･24 時間連絡体制加算の届出の有無別に、緊急訪問回数をみた。

回数は 1 事業所あたり、平成 24 年 9 月 1 か月分である。

a 早朝

「早朝」の緊急訪問の回数について、「24 時間対応体制加算」の届出事業所では平均 0.3 回であ

った。「24 時間連絡体制加算」の届出事業所及び「（いずれも）無」という事業所では、いずれも

平均 0.0 回であった。

図表 39 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無別 緊急訪問回数（早朝）

【訪問看護ステーション】

単位：回

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

全体 568 0.2 0.8 0.0

24 時間対応体制加算 427 0.3 0.9 0.0

24 時間連絡体制加算 61 0.0 0.2 0.0

（いずれも）無 70 0.0 0.1 0.0

b 日中平日

「日中平日」の緊急訪問の回数は、「24 時間対応体制加算」の届出事業所では平均 2.2 回であっ

た。「24 時間連絡体制加算」の届出事業所では平均 1.0 回、「（いずれも）無」という事業所では平

均 0.2 回であった。

図表 40 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無別 緊急訪問回数（日中平日）

【訪問看護ステーション】

単位：回

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

全体 568 1.8 6.4 0.0

24 時間対応体制加算 427 2.2 7.3 0.0

24 時間連絡体制加算 61 1.0 2.1 0.0

（いずれも）無 70 0.2 0.7 0.0

c 日中休日

「日中休日」の緊急訪問の回数は、「24 時間対応体制加算」の届出事業所では平均 1.1 回であっ

た。「24 時間連絡体制加算」の届出事業所では平均 0.2 回、「（いずれも）無」という事業所では、

平均 0.0 回であった。
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図表 41 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無別 緊急訪問回数（日中休日）

【訪問看護ステーション】

単位：回

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

全体 568 0.9 2.8 0.0

24 時間対応体制加算 427 1.1 3.2 0.0

24 時間連絡体制加算 61 0.2 0.7 0.0

（いずれも）無 70 0.0 0.3 0.0

d 夜間

「夜間」の緊急訪問の回数は、「24 時間対応体制加算」の届出事業所では平均 0.8 回であった。

「24 時間連絡体制加算」の届出事業所及び「（いずれも）無」という事業所では、いずれも平均

0.1 回であった。

図表 42 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無別 緊急訪問回数（夜間）

【訪問看護ステーション】

単位：回

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

全体 568 0.6 1.5 0.0

24 時間対応体制加算 427 0.8 1.6 0.0

24 時間連絡体制加算 61 0.1 0.5 0.0

（いずれも）無 70 0.1 0.3 0.0

e 深夜

「深夜」の緊急訪問の回数は、「24 時間対応体制加算」の届出事業所では平均 0.4 回であった。

「24 時間連絡体制加算」の届出事業所は平均 0.1 回、「（いずれも）無」という事業所では平均 0.0

回であった。

図表 43 24 時間対応体制加算・連絡体制加算の届出の有無別 緊急訪問回数（深夜）

【訪問看護ステーション】

単位：回

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

全体 568 0.3 0.8 0.0

24 時間対応体制加算 427 0.4 0.9 0.0

24 時間連絡体制加算 61 0.1 0.4 0.0

（いずれも）無 70 0.0 - 0.0
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12) 訪問看護ステーションの職員数（常勤換算）

平成 23 年 9 月末と平成 24 年 9 月末の「訪問看護ステーション」の職員数（常勤換算）につい

てみると、「保健師・助産師・看護師」はそれぞれ平均 4.3 人と平均 4.4 人であった。「リハビリ職」

はそれぞれ平均 0.7 人と平均 0.9 人であった。全職員の合計人数は、それぞれ平均 5.9 人と平均 6.2

人で、わずかではあるが、平成 24 年のほうが平成 23 年に比べて多かった。

図表 44 職員数（常勤換算）【訪問看護ステーション】（人）

平成 23 年 9 月末（n=661） ➡ 平成 24 年 9 月末（n=673）

平均値
標準
偏差

中央値 平均値
標準
偏差

中央値

保健師･助産師･看護師 4.3 2.4 3.8 4.4 2.4 4.0

准看護師 0.4 0.9 0.0 0.4 0.8 0.0

【再掲】看護職員（保健師・
助産師・看護師+准看護師）

4.7 2.4 4.0 4.8 2.4 4.1

ﾘﾊﾋﾞﾘ職 0.7 1.6 0.0 0.9 1.8 0.0

精神保健福祉士 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0

その他の職員 0.4 0.7 0.2 0.5 0.8 0.3

（うち）看護補助者･介護職員 0.0 0.4 0.0 0.0 0.4 0.0

（うち）事務職員 0.4 0.5 0.0 0.4 0.5 0.1

合計 5.9 3.4 5.0 6.2 3.6 5.3

平成 24 年の保健師・助産師・看護師数は、「6 人以上」の事業所が 19.7％であり、平成 23 年と

比較すると 1.6 ポイント増加した。

図表 45 保健師・助産師・看護師（常勤換算）【訪問看護ステーション】 ｎ=702

7.3% 38.3%

18.1%

19.7% 4.1%

7.7% 40.6%

30.6%

27.8% 5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

2人未満 2人以上～4人未満 4人以上～6人未満 6人以上 無回答
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平成 24 年の准看護師数は、「0 人（なし）」が 67.0％であった。「0 人超 1 人以下」が 17.9％、「1

人超」が 11.0％であった。

図表 46 准看護師（常勤換算）【訪問看護ステーション】 ｎ=702

67.0% 17.9%

5.8%

4.1%

66.5% 16.7%

11.0%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

0人 0人超～1人以下 1人超 無回答

平成 24 年の看護職員数は、「7.5 人以上」が 12.3％、「5.0 人以上 7.5 人未満」が 24.6％で合わせ

ると 36.9％であった。平成 23 年では 31.7％であり、比較的、看護職員の規模が大きい訪問看護ス

テーションの割合が高くなった。

図表 47 看護職員（保健師・助産師・看護師＋准看護師）（常勤換算）

【訪問看護ステーション】 ｎ=702

16.7% 42.3%

11.5%

12.3% 4.1%

16.5% 45.9%

24.6%

20.2% 5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

3人未満 3人以上～5人未満 5人以上～7.5人未満 7.5人以上 無回答

平成 24 年のリハビリ職の人数は、「0 人（なし）」が 53.0％で約半数であった。「2 人超」が 11.8％

であった。

図表 48 リハビリ職（常勤換算）【訪問看護ステーション】 ｎ=702

53.0% 21.7%

9.4%

11.8%

5.8%

4.1%

54.8% 22.2%

9.4%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

0人 0人超～1人以下 1人超～2人以下 2人超 無回答
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平成 24 年の精神保健福祉士は、「あり」が 1.0％、「なし」が 94.9％であった。

図表 49 精神保健福祉士【訪問看護ステーション】 ｎ=702

1.0% 94.9%

0.9% 93.3%

4.1%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答

平成 24 年の看護補助者・介護職員は、「あり」が 2.6％（18 事業所）、「なし」が 93.3％であっ

た。平成 23 年は「あり」が 1.0％（7 事業所）で、わずかではあるが、平成 24 年は平成 23 年に

比べて増えた。

図表 50 看護補助者・介護職員の有無【訪問看護ステーション】 ｎ=702

93.3%

1.0%

2.6%

93.2%

4.1%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答

18事業所

７事業所

平成 24 年の事務職員は、「あり」が 48.1％で、約半数であった。

図表 51 事務職員【訪問看護ステーション】 ｎ=702

48.1% 47.7%

45.4% 48.7%

4.1%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答
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平成 24 年の合計職員数は、「5 人未満」が 41.5％、「5 人以上 10 人未満」が 41.9％、「10 人以上」

が 12.5％であった。5 人未満の事業所の割合が減少し、5 人以上の事業所の割合が増加した。

図表 52 合計職員数【訪問看護ステーション】 ｎ=702

41.5% 41.9%

5.8%

4.1%

46.7% 36.5%

12.5%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

5人未満 5人以上～10人未満 10人以上 無回答
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13) 訪問看護に携わる職員数（常勤換算）

「保険医療機関」における平成 23 年 9 月末と平成 24 年 9 月末の訪問看護に携わる職員数（常

勤換算）についてみると、「保健師・助産師・看護師」はそれぞれ平均 2.7 人と平均 2.9 人であっ

た。

図表 53 職員数（常勤換算）【保険医療機関】（人） n=99

平成 23 年 9 月末 ➡ 平成 24 年 9 月末

平均値 標準偏差 中央値 平均値 標準偏差 中央値

保健師･助産師･看護師 2.7 2.4 2.0 2.9 2.4 2.6

うち、緩和ｹｱまたは褥瘡ｹｱ
の専門研修を受けた看護師

0.1 0.5 0.0 0.1 0.5 0.0

准看護師 0.6 1.3 0.0 0.6 1.3 0.0

【再掲】看護職員（保健師・
助産師・看護師・准看護師）

3.3 2.5 3.0 3.5 2.5 3.0

看護補助者 0.1 0.3 0.0 0.1 0.3 0.0

その他 0.2 0.6 0.0 0.2 0.6 0.0

図表 54 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）【保険医療機関）】 n=105

39.0% 37.1%

6.7%

6.7%

5.7%

5.7%

44.8% 32.4%

11.4%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

3.0人未満 3.0人以上～5.0人未満 5.0人以上～7.5人未満 7.5人以上 無回答

緩和ケアまたは褥瘡ケアの専門研修を受けた看護師がいる施設は、平成 23 年は 5 施設、平成

24 年は 7 施設であった。

図表 55 緩和ケアまたは褥瘡ケアの専門研修を受けた看護師の有無【保険医療機関】 ｎ=105

87.6%

4.8%

6.7%

89.5%

5.7%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答

7施設

5施設
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看護補助者の有無をみると、平成 23 年は「あり」が 4 施設、平成 24 年は 5 施設であった。

図表 56 看護補助者の有無【保険医療機関】 ｎ=105

89.5%

3.8%

4.8%

90.5%

5.7%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答

5施設

4施設
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14) 精神科訪問看護に携わる職員数（常勤換算）

平成 23 年 9 月末と平成 24 年 9 月末の「精神科訪問看護（病院）」に携わる職員の数についてみ

ると、「准看護師」はそれぞれ平均 0.6 人と平均 0.5 人であった。

図表 57 職員数（常勤換算）【精神科訪問看護（病院）】（人） n=84

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

平均値 標準偏差 中央値 平均値 標準偏差 中央値

保健師･看護師 3.3 5.7 2.0 3.3 5.7 2.6

准看護師 0.6 2.5 0.0 0.5 2.4 0.0

【再掲】看護職員（保
健師・助産師・看護
師・准看護師）

3.8 8.2 3.0 3.7 8.0 3.0

作業療法士 0.5 1.3 0.0 0.5 1.4 0.0

精神保健福祉士 1.7 2.0 1.0 1.6 1.9 1.0

看護補助者 0.2 1.5 0.0 0.2 1.4 0.0

図表 58 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）【精神科訪問看護（病院）】 n=87

47.1% 29.9%

4.6%

4.6%

47.1% 31.0%

14.9%

13.8%
3.4%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

3.0人未満 3.0人以上～5.0人未満 5.0人以上～7.5人未満 7.5人以上 無回答

看護補助者の有無をみると、平成 23 年では「あり」が 1 施設、平成 24 年では 2 施設であった。

図表 59 看護補助者の有無【精神科訪問看護（病院）】 n=87

2.3% 94.3%

1.1% 95.4% 3.4%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答

１施設

2施設
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15) 同一開設者の訪問看護事業所（新設・既存）への職員の異動

同一開設者の訪問看護事業所への職員の異動について、「新設事業所への異動があった」は、「訪

問看護ステーション」では 2.3％、「保険医療機関」では 1.0％、「精神科訪問看護（病院）」では

3.4％であった。

また、「既存事業所への異動があった」は、「訪問看護ステーション」では 7.0％、「保険医療機

関」では 12.4％、「精神科訪問看護（病院）」では 6.9％であった。

図表 60 同一開設者の訪問看護事業所（新設・既存）への職員の異動

2.3%

7.0%

46.3%

40.2%

4.6%

1.0%

12.4%

52.4%

29.5%

4.8%

3.4%

6.9%

36.8%

35.6%

17.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

新設事業所への異動があった

既存事業所への異動があった

特に異動はなかった

同一開設者は他に訪問看護事業所を有していない

無回答

訪問看護ステーション（n=702）

保険医療機関（n=105）

精神科訪問看護（病院）（n=87）
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16) 平成 23 年 9 月末の従事者のうち、平成 24 年 9 月末までに退職した保健師・助産師・看護師・

准看護師

「訪問看護ステーション」において平成 23 年 9 月末の従事者のうち、平成 24 年 9 月末までに

退職した保健師・助産師・看護師・准看護師の数は、1 事業所あたり平均 0.8 人であった。

「退職した従事者あり」という事業所は 45.3％、「退職した従事者なし」という事業所は 49.9％

であった。

図表 61 平成 23年 9 月末の従事者のうち、平成 24 年 9 月末までに退職した

保健師・助産師・看護師・准看護師【訪問看護ステーション】（人） n=668

平均値 標準偏差 中央値

平成 23 年 9月末の従事者のうち、平成 24 年 9月末
までに退職した保健師･助産師･看護師･准看護師数

0.8 1.7 0.0

図表 62 平成 23年 9 月末の従事者のうち、平成 24 年 9 月末までに退職した

保健師・助産師・看護師・准看護師の有無【訪問看護ステーション】

45.3% 49.9% 4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問看護ステーション
(n=702)

退職した従事者あり 退職した従事者なし 無回答

管理者の勤続年数別にみると、管理者の勤続年数が長くなるのに伴い、退職者がいる事業所の

割合が減る傾向がみられた。

図表 63 管理者の勤続年数別 看護職員の退職の有無【訪問看護ステーション】

48.5%

41.1%

47.2%

55.7% 3.1%

59.2% 36.2%

4.3%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2年未満（n=130）

2年以上5年未満(n=163）

5年以上(n=384）

あり なし 無回答
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「訪問看護ステーション」における訪問看護の開始時期別に看護職員の退職の有無をみると、

「2010 年以降」に訪問看護を開始した事業所では、「退職した従事者あり」の割合が 57.4％と最

も高かった。次いで「2005 年～2009 年」（53.1％）、「1994 年以前」（44.4％）、「2000～2004 年」（42.3％）、

「1995 年～1999 年」（40.2％）という順であった。

図表 64 （ステーションの）訪問看護の開始時期別 看護職員の退職の有無

【訪問看護ステーション】

40.2%

42.3%

53.1%

57.4%

57.0%

54.2%

40.8%

33.8%

3.5%

6.2%

8.8%

44.4% 50.8%

2.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1994年以前(n=63)

1995年～1999年(n=249)

2000年～2004年(n=142)

2005年～2009年(n=130)

2010年以降(n=68)

退職した従事者あり 退職した従事者なし 無回答

併設施設・事業所との人事異動の有無別に看護職員の退職の有無をみると、退職者「あり」と

いう回答割合は「人事異動有り」という事業所では 43.5％であり、「人事異動なし」という事業所

では 45.6％であった。

図表 65 併設施設・事業所との人事異動の有無別 看護職員の退職の有無

【訪問看護ステーション】

45.6% 50.5%

43.5% 50.9%

3.9%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人事異動有り(n=108)

人事異動なし(n=388）

あり なし 無回答
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併設施設・事業所との研修共同開催の有無別に看護職員の退職の有無をみると、退職者「あり」

という回答割合は「研修共同開催有り」の事業所では 45.4％、「研修共同開催なし」の事業所では

42.2％であった。

図表 66 併設施設・事業所との研修共同開催の有無別 看護職員の退職の有無

【訪問看護ステーション】

42.2% 55.5%

45.4% 50.4%

2.3%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修共同開催有り(n=355)

研修共同開催なし(n=128）

あり なし 無回答

平成 23 年 9 月末時点の看護職員数（常勤換算）別に看護職員の退職の有無をみると、職員数が

多いほど退職者「あり」と回答した事業所の割合が高い傾向がみられた。

図表 67 平成 23 年９月末時点の看護職員数（常勤換算）別 看護職員の退職の有無

【訪問看護ステーション】

46.3%

47.9%

55.6%

50.6%

47.2%

40.7%

4.9%

3.7%

37.1% 56.9%

3.1%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3人未満

3人以上～5人未満

5人以上～7.5人未満

7.5人以上

あり なし 無回答
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看護職員（常勤換算）数に対する退職した職員数（実人数）の比率をみると、訪問看護ステー

ションの開始時期が「2010 年」と比較的新しい事業所では、0.37 と比率が比較的高かった。次い

で、「2005 年～2009 年」が 0.31 であった。管理者の勤続年数が「3 年未満」と比較的短い事業所

では 0.29 と比較的高かった。

図表 68 看護職員（常勤換算）数に対する退職した職員数（実人数）の比率

【訪問看護ステーション】

件数

常勤看護
職員数
（平成 23
年9月末）
（人）（ａ）

退職した
職員数
（実人数）
（人）（ｂ）

退職した職員数（実
人数）（ｂ）/看護職
員（常勤換算）数
（ａ）

全体 634 3,002.0 516.7 0.17

管理者の勤続
年数

3 年未満 116 495.2 144.0 0.29

3 年以上～6 年未満 150 732.4 155.9 0.21

6 年以上 353 1,705.2 208.8 0.12

訪問看護の開
始時期

1994 年以前 58 327.9 33.0 0.10

1995 年～1999 年 231 1,189.2 134.9 0.11

2000 年～2004 年 132 601.5 86.8 0.14

2005 年～2009 年 115 499.8 157.0 0.31

2010 年以降 56 190.4 70.0 0.37

施設･事業所間
での人事異動
の有無

有 98 487.0 69.8 0.14

無 355 1,718.1 300.0 0.17

研修共同開催
の有無

有 324 1,581.7 264.8 0.17

無 120 583.8 90.0 0.15

看護職員（常勤
換算）数（平成
23 年 9 月末）

3.0 人未満 109 287.4 62.0 0.22

3.0 人以上～5.0 人未満 312 1,164.4 230.7 0.20

5.0 人以上～7.5 人未満 135 790.7 95.0 0.12

7.5 人以上 78 759.5 129.0 0.17
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17) 専門看護師

専門看護師がいる「訪問看護ステーション」はなかった。

18) 認定看護師

認定看護師がいる事業所は 29 事業所、認定看護師の人数は 33 人であった。

分野別にみると、「訪問看護」（24 事業所、25 人）が最も多く、次いで緩和ケア（2 事業所、2

人）であった。

図表 69 認定看護師がいる事業所数【訪問看護ステーション】

事業所数 人数

認定看護師
29 事業所

（全回答事業所 702 事業所のうち 4.1％）
33 人

分野別

訪問看護 24 事業所 25 人

緩和ケア 2 事業所 2 人

がん性疼痛看護 1 事業所 1 人

摂食・嚥下障害看護 1 事業所 1 人

糖尿病看護 １事業所 1 人

皮膚・排泄ケア 1 事業所 1 人

認知症看護 1 事業所 1 人

※分野不明が 1 名あった。

19) 訪問看護基本療養費の注 2 及び注 4に規定する専門の研修を受けた看護師に係る届出

「訪問看護ステーション」において、訪問看護療養費の注 2 及び注 4 に規定する専門の研修を

受けた看護師に係る届出をしている事業所は合計で 9 事業所であった。そのうち緩和ケアが 6 事

業所、褥瘡ケアが 3 事業所であった。

図表 70 訪問看護基本療養費の注 2及び注 4に規定する専門の研修を受けた看護師に係る

届出事業所数【訪問看護ステーション】

事業所数

合計 9 事業所（全体の 1.3％）

分野別

緩和ケア 6 事業所（全体の 0.85％）

褥瘡ケア 3 事業所（全体の 0.42％）
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20) 管理者の勤続年数

「訪問看護ステーション」の管理者の勤続年数は平均 7.4 年であった。

図表 71 管理者の勤続年数【訪問看護ステーション】 n=677

単位：年

平均値 標準偏差 中央値

訪問看護ステーションの管理者の勤続年数 7.4 4.9 7.0

「精神科訪問看護部門」の管理者の勤続年数は平均 13.1 年であった。

図表 72 管理者の勤続年数【精神科訪問看護】 n=78

単位：年

平均値 標準偏差 中央値

精神科訪問看護部門の管理者の勤続年数 13.1 9.8 10.0
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② 事業所の利用者数及び訪問回数

1) 訪問看護の利用者数と訪問回数

「訪問看護ステーション」の 1 事業所あたりの訪問看護利用者数の平均値をみると、平成 24 年

9 月は 72.4 人で、平成 23 年 9 月（67.6 人）より多かった。

1 事業所あたりの訪問回数の平均値をみると、平成 24 年 9 月は 399.8 回で、平成 23 年 9 月（378.8

回）より多かった。

「保険医療機関」では、1 施設あたりの訪問看護利用者数の平均値は、平成 23 年 9 月は 32.6 人、

平成 24 年 9 月は 34.0 人であった。

1 施設あたりの訪問回数の平均値は、平成 23 年 9 月は 160.9 回、平成 24 年 9 月は 170.5 回であ

った。

「精神科訪問看護（病院）」では、1 施設あたり訪問看護利用者数の平均値は、平成 23 年 9 月

は 27.1 人、平成 24 年 9 月は 28.4 人であった。

1 施設あたりの訪問回数の平均値は、平成 23 年 9 月は 82.2 回、平成 24 年 9 月は 83.4 回であっ

た。

1 施設・事業所あたりの訪問看護の利用者数及び訪問回数をみると、「訪問看護ステーション」

が最も多かった。

「訪問看護ステーション」における、看護職員（常勤換算）1 人あたりの利用者数は、平成 23

年は 14.6 人、平成 24 年は 15.3 人で、平成 24 年のほうが多かった。また、看護・リハビリ職員（常

勤換算）1 人あたりの利用者数は、平成 23 年は 12.4 人、平成 24 年は 12.7 人であった。

図表 73 １事業所あたり 訪問看護利用者数【訪問看護ステーション】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答事
業所数

平均値
標準
偏差

中央値
回答事
業所数

平均値
標準
偏差

中央値

１事業所あたり利用者数 677 67.6 49.1 56.0 688 72.4 52.0 59.0

（うち）医療保険の利用者数 677 22.9 31.6 13.0 688 25.2 33.5 15.0

（うち）医療保険と介護保険の
両方を使った利用者数

621 0.8 2.0 0.0

図表 74 １事業所あたり 訪問回数【訪問看護ステーション】

単位：回

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答事
業所数

平均値
標準
偏差

中央値
回答事
業所数

平均値
標準
偏差

中央値

１事業所あたり訪問回数 662 378.8 313.5 313.0 675 399.8 306.2 318.0

（うち）医療保険の訪問回数 662 139.4 160.3 97.5 674 145.4 145.4 105.0
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図表 75 １施設あたり 訪問看護利用者数 【保険医療機関】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答
施設数

平均値
標準
偏差

中央値
回答
施設数

平均値
標準
偏差

中央値

１施設あたり利用者数 97 32.6 41.4 21.0 101 34.0 44.5 19.0

（うち）医療保険の利用者数 94 9.7 13.2 5.0 100 10.5 16.7 5.5

（うち）医療保険と介護保険の
両方を使った利用者数

89 0.5 1.2 0.0

図表 76 １施設あたり 訪問回数 【保険医療機関】

単位：回

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答
施設数

平均値
標準
偏差

中央値
回答
施設数

平均値
標準
偏差

中央値

１施設あたり訪問回数 95 160.9 196.1 95.0 95 170.5 204.7 104.0

（うち）医療保険の訪問回数 95 53.7 70.1 23.0 98 56.6 68.4 29.0

図表 77 １施設あたり訪問看護利用者数 【精神科訪問看護（病院）】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答
施設数

平均値
標準
偏差

中央値
回答
施設数

平均値
標準偏

差
中央値

１施設あたり利用者数 59 27.1 36.6 10.0 59 28.4 38.7 10.0

（うち）医療保険の利用者数 61 30.5 45.6 10.0 61 32.8 51.1 10.0

（うち）医療保険と介護保険の
両方を使った利用者数

50 0.4 1.9 0.0

図表 78 １施設あたり訪問回数 【精神科訪問看護（病院）】

単位：回

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答
施設数

平均値
標準
偏差

中央値
回答
施設数

平均値
標準偏

差
中央値

１施設あたり訪問回数 54 82.2 119.7 26.5 54 83.4 125.4 22.5

（うち）医療保険の訪問回数 55 78.7 111.0 26.0 55 80.1 116.6 18.0
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図表 79 １施設・事業所あたり平均訪問看護利用者数 （平成 24 年９月）

72.4

34.0

28.4

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人 80人

訪問看護ステーション
(n＝688）

保険医療機関
（n=101）

精神科訪問看護（病院）
(n=59)

図表 80 職員１人あたりの利用者数（１事業所あたり）【訪問看護ステーション】

単位：人

回答事業
所数

平均値 標準偏差 中央値

看護職員１人あたりの利用者数（平成 23 年） 642 14.6 9.0 12.5
看護職員１人あたりの利用者数（平成 24 年） 661 15.3 9.7 13.1
看護・リハビリ職員１人あたりの利用者数（平成 23年） 642 12.4 6.0 11.4
看護・リハビリ職員１人あたりの利用者数（平成 24年） 661 12.7 5.8 11.7

図表 81 １施設・事業所あたり平均訪問回数 （平成 24 年９月）

399.8

170.5

83.4

0回 100回 200回 300回 400回 500回

訪問看護ステーション
(n＝675）

保険医療機関
（n=95）

精神科訪問看護（病院）
(n=54)
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2) 特掲診療料の施設基準等別表７に該当する人数

「訪問看護ステーション」における 1 事業所あたりの特掲診療料施設基準等別表 7 に該当する

人数は、平均 7.9 人であった。このうち、要介護認定者数は平均 6.1 人であった。

特掲診療料の施設基準別表 7 に該当する人数の分布をみると、「6～10 人」が 21.5％であった。

次いで「3～5 人」（17.4％）、「0 人」（14.8％）であった。

図表 82 １事業所あたり 特掲診療料の施設基準等別表７に該当する人数

【訪問看護ステーション】

単位：人

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

特掲診療料施設基準等別表 7 に該当する人数 661 7.9 8.7 6.0

うち、要介護認定者数 637 6.1 6.6 4.0

図表 83 特掲診療料の施設基準等別表７に該当する人数別分布【訪問看護ステーション】n=702

14.8%

14.7%

17.4%

21.5%

13.1%

12.7%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40%

0人

1人～2人

3人～5人

6人～10人

11人～15人

16人以上

無回答

「保険医療機関」における 1 施設あたりの特掲診療料施設基準等別表 7 に該当する人数は、平

均 4.3 人であった。このうち、要介護認定者数は平均 3.1 人であった。

特掲診療料の施設基準別表 7 に該当する人数の分布をみると、「0 人」が 33.3％を占めた。「1 人」、

「11 人以上」がともに 13.3％であった。

図表 84 １施設あたり 特掲診療料の施設基準等別表 7に該当する人数【保険医療機関】

単位：人

回答施設数 平均値 標準偏差 中央値

特掲診療料施設基準等別表 7 に該当する人数 96 4.3 6.8 1.0

うち、要介護認定者数 94 3.1 5.4 1.0
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図表 85 特掲診療料の施設基準等別表７に該当する人数別分布【保険医療機関】 n=105

33.3%

13.3%

9.5%

12.4%

9.5%

13.3%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40%

0人

1人

2人

3人～5人

6人～10人

11人以上

無回答

【特掲診療料の施設基準等別表７（厚生労働大臣の定める疾病等）】

○末期の悪性腫瘍 ○多発性硬化症 ○重症筋無力症 ○スモン

○筋萎縮性側索硬化症 ○脊髄小脳変性症 ○ハンチントン病

○進行性筋ジストロフィー症

○パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症、パーキンソン病（ホー

エン・ヤールの重症度分類がステージ三以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに

限る。））

○多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群）

○プリオン病 ○亜急性硬化性全脳炎 ○ライソゾーム病

○副腎白質ジストロフィー ○脊髄性筋萎縮症 ○球脊髄性筋萎縮症

○慢性炎症性脱髄性多発神経炎 ○後天性免疫不全症候群

○頸髄損傷

○人工呼吸器を使用している状態
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3) サービス付き高齢者向け住宅の利用者数

「訪問看護ステーション」における 1 事業所あたりのサービス付き高齢者向け住宅の利用者数

は、医療保険利用者は平均 0.3 人、介護保険利用者は平均 1.2 人であった。

サービス付き高齢者向け住宅の利用者の有無をみると、医療保険利用者では「あり」の事業所

が 10.8％、「なし」が 84.0％であった。介護保険利用者では「あり」が 18.9％、「なし」が 75.6％

であった。

【訪問看護ステーション】

図表 86 １事業所あたり サービス付き高齢者向け住宅の利用者数【訪問看護ステーション】

単位：人

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

医療保険利用者 666 0.3 1.3 0.0

介護保険利用者 664 1.2 5.9 0.0

図表 87 サービス付き高齢者向け住宅の利用者の有無【訪問看護ステーション】 n=702

75.6%

10.8%

18.9%

84.0%

5.4%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療

介護

あり なし 無回答

「保険医療機関」における 1 施設あたりのサービス付き高齢者向け住宅の利用者数は、医療保

険利用者は平均 0.3 人、介護保険利用者は平均 0.9 人であった。サービス付き高齢者向け住宅の利

用者の有無をみると、医療保険利用者では「あり」の事業所が 5.7％、「なし」が 89.5％であった。

介護保険利用者では「あり」が 14.3％、「なし」が 81.9％であった。

【保険医療機関】

図表 88 １施設あたり サービス付き高齢者向け住宅の利用者数【保険医療機関】

単位：人

回答施設数 平均値 標準偏差 中央値

医療保険利用者 100 0.3 1.7 0.0

介護保険利用者 101 0.9 3.8 0.0
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図表 89 サービス付き高齢者向け住宅の利用者の有無【保険医療機関】 n=105

81.9%

5.7%

14.3%

89.5%

3.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療

介護

あり なし 無回答

「精神科訪問看護（病院）」における 1 施設あたりのサービス付き高齢者向け住宅の利用者数は、

医療保険利用者は平均 0.2 人、介護保険利用者は平均 0.0 人であった。サービス付き高齢者向け住

宅の利用者の有無をみると、医療保険利用者では「あり」が 3.4％、「なし」が 64.4％であった。

介護保険利用者では「あり」が 1.1％、「なし」が 65.5％であった。

【精神科訪問看護（病院）】

図表 90 １施設あたり サービス付き高齢者向け住宅の利用者数【精神科訪問看護（病院）】

単位：人

回答施設数 平均値 標準偏差 中央値

医療保険利用者（人） 59 0.2 0.9 0.0

介護保険利用者（人） 58 0.0 0.1 0.0

図表 91 サービス付き高齢者向け住宅の利用者の有無【精神科訪問看護（病院）】 n=87

1.1% 65.5%

3.4% 64.4%

33.3%

32.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療

介護

あり なし 無回答

3施設

1施設
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4) 新規利用者数

平成 24 年 7～9 月の医療保険利用者のうち新規利用者数をみると、「訪問看護ステーション」で

は、1 事業所あたり平均 4.6 人であった。このうち、医療機関退院後の利用者数は平均 2.5 人、さ

らに入院中の医療機関で訪問看護ステーションの職員がカンファレンスに参加した利用者数は平

均 1.5 人であった。

図表 92 １事業所あたり新規利用者数（平成 24 年 7 月～9 月）【訪問看護ステーション】 n=683

単位：人

平均値 標準偏差 中央値

H24.7～9 の医療保険利用者のうち､新規利用者数 4.6 5.9 3.0

（うち）医療機関退院後の利用者数 2.5 3.6 1.0

（うち）入院中の医療機関でのｶﾝﾌｧﾚﾝｽに参加 1.5 2.6 1.0

「保険医療機関」では、平成 24 年 9 月の新規利用者数は平均 1.1 人であった。

図表 93 １施設あたり 新規利用者数（平成 24年 9 月）【保険医療機関】 n=99

単位：人

平均値 標準偏差 中央値

新規利用者数（平成 24 年 9 月） 1.1 1.9 0.0

「精神科訪問看護（病院）」では、平成 24 年 9 月の新規利用者数は平均 2.0 人であった。

図表 94 １施設あたり 新規利用者数（平成 24年 9 月）【精神科訪問看護（病院）】 n=83

単位：人

平均値 標準偏差 中央値

新規利用者数（平成 24 年 9 月） 2.0 2.5 1.0
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5) 年齢別利用者数

【訪問看護ステーション】

「訪問看護ステーション」における 1 事業所あたりの年齢別利用者数をみると、平成 24 年 9 月

では、「40 歳以上 65 歳未満」が平均 10.3 人と比較的多かった。また、「75 歳以上」が 5.5 人、「65

歳以上 75 歳未満」が 4.2 人であった。

平成 23 年 9 月と比較すると、「1 歳以上 3 歳未満」「6 歳以上 15 歳未満」では平成 23 年 9 月と

平成 24 年 9 月で利用者数が変わらなかったが、他の年齢階層では平成 24 年 9 月のほうが多かっ

た。

図表 95 １事業所あたり 年齢別利用者数【訪問看護ステーション】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答
事業
所数

平均
値

標準
偏差

中央
値

回答
事業
所数

平均
値

標準
偏差

中央
値

1 歳未満 619 0.0 0.3 0.0 653 0.1 0.3 0.0

1 歳以上 3 歳未満 619 0.2 0.7 0.0 653 0.2 1.0 0.0

3 歳以上 6 歳未満 619 0.2 1.1 0.0 653 0.3 1.2 0.0

6 歳以上 15 歳未満 619 0.4 1.5 0.0 653 0.4 1.5 0.0

15 歳以上 40 歳未満 619 3.0 7.6 1.0 653 3.1 7.1 1.0

40 歳以上 65 歳未満 619 9.3 19.5 3.0 653 10.3 21.0 3.0

うち介護保険の訪問看護も利用 524 0.1 0.4 0.0

65 歳以上 75 歳未満 619 3.9 5.3 3.0 653 4.2 5.5 3.0

うち介護保険の訪問看護も利用 524 0.1 0.8 0.0

75 歳以上 619 5.1 4.9 4.0 653 5.5 5.2 4.0

うち介護保険の訪問看護も利用 524 0.4 1.7 0.0

「15 歳未満」の利用者の有無をみると、平成 24 年 9 月では「あり」が 26.2％で、平成 23 年 9

月と比べて増えていた。

図表 96 15 歳未満の利用者の有無【訪問看護ステーション】 n=702

26.2% 66.8%

23.5% 64.7% 11.8%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答

53



51

【保険医療機関】

「保険医療機関」における 1 施設あたりの年齢別利用者数をみると、平成 24 年 9 月では「75

歳以上」が 4.7 人で比較的多かった。

平成 23 年 9 月と比較すると、「1 歳未満」、「6 歳以上 15 歳未満」で平成 23 年 9 月と平成 24 年

9 月で利用者数が変わらなかった。「3 歳以上 6 歳未満」、「15 歳以上 40 歳未満」、「75 歳以上」で

は平成 24 年 9 月のほうが少なかった。他の年齢階層（「1 歳以上 3 歳未満」、「40 歳以上 65 歳未満」、

「65 歳以上 75 歳未満」）では平成 24 年 9 月のほうが多かった。

図表 97 １施設あたり 年齢別利用者数【保険医療機関】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答
施設
数

平均
値

標準
偏差

中央
値

回答
施設
数

平均
値

標準
偏差

中央
値

1 歳未満 92 0.0 0.0 0.0 95 0.0 0.1 0.0

1 歳以上 3 歳未満 92 0.0 0.1 0.0 95 0.1 0.4 0.0

3 歳以上 6 歳未満 92 0.1 0.3 0.0 95 0.0 0.2 0.0

6 歳以上 15 歳未満 92 0.1 0.3 0.0 95 0.1 0.3 0.0

15 歳以上 40 歳未満 92 0.8 1.7 0.0 95 0.7 1.7 0.0

40 歳以上 65 歳未満 92 2.3 4.4 1.0 95 2.7 5.7 1.0

うち介護保険の訪問看護も利用 74 0.0 0.0 0.0

65 歳以上 75 歳未満 92 1.7 3.7 1.0 95 1.9 4.2 1.0

うち介護保険の訪問看護も利用 74 0.1 0.3 0.0

75 歳以上 92 4.9 9.7 2.0 95 4.7 9.2 2.0

うち介護保険の訪問看護も利用 74 0.2 0.6 0.0

「15 歳未満」の利用者の有無をみると、平成 24 年 9 月では「あり」が 7.6％で、平成 23 年 9

月と比べて増えていた。

図表 98 15 歳未満の利用者の有無【保険医療機関】 n=105

7.6% 82.9%

6.7% 81.0% 12.4%

9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年

平成24年

あり なし 無回答
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6) 超重症児・準超重症児

超重症児・準超重症児についてみると、「訪問看護ステーション」では 1 事業所あたり平均（平

成 24 年 9 月）で、「超重症児」が 0.39 人、「準超重症児」が 0.30 人であり、平成 23 年 9 月と比べ

て増えていた。

該当者が 1 人以上いる事業所に限定して平均値をみると、「超重症児」が 2.1 人、「準超重症児」

が 2.2 人であった。

図表 99 １事業所あたり 超重症児・準超重症児利用者数【訪問看護ステーション】

単位：人

平成 23 年 9 月（n=528） ➡ 平成 24 年 9 月（n=535）

平均値 標準偏差 中央値 平均値 標準偏差 中央値

超重症児 0.26 0.81 0.0 0.39 1.27 0.0

準超重症児 0.23 0.96 0.0 0.30 1.12 0.0

その他 0.28 2.34 0.0 0.30 1.66 0.0

図表 100 １事業所あたり 超重症児・準超重症児利用者数（0人を除く）【訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答事
業所数

平均値
標準
偏差

中央値
回答事
業所数

平均値
標準偏

差
中央値

超重症児 85 1.6 1.4 1.0 100 2.1 2.3 1.0

準超重症児 56 2.2 2.1 1.0 71 2.2 2.3 1.0

その他 53 2.8 6.9 1.0 61 2.6 4.3 1.0

「保険医療機関」では、1 施設あたり平均（平成 24 年 9 月）で、「超重症児」が 0.16 人、「準超

重症児」が 0.05 人であり、平成 23 年 9 月と比べ増えていた。

該当者が 1 人以上いる施設に限定して平均値をみると、「超重症児」が 2.2 人、「準超重症児」

が 1.0 人であった。

図表 101 １施設あたり 超重症児・準超重症児利用者数【保険医療機関】 n=81

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

平均値 標準偏差 中央値 平均値 標準偏差 中央値

超重症児 0.09 0.42 0.0 0.16 0.70 0.0

準超重症児 0.02 0.16 0.0 0.05 0.22 0.0

その他 0.00 0.00 0.0 0.01 0.11 0.0
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図表 102 １施設あたり 超重症児・準超重症児利用者数（0 人を除く）【保険医療機関】

単位：人

平成 23 年 9 月 ➡ 平成 24 年 9 月

回答事
業所数

平均値
標準
偏差

中央値
回答事
業所数

平均値
標準偏

差
中央値

超重症児 4 1.8 1.0 1.5 6 2.2 1.6 1.5

準超重症児 2 1.0 0.0 1.0 4 1.0 0.0 1.0

その他 0 - - - 1 1.0 - 1.0
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7) 要介護度別利用者数

事業所・施設ごとの要介護度別利用者数の比率（平成 24 年 9 月）をみると、「訪問看護ステー

ション」においては、医療保険利用者では「介護保険対象外」が 28.2％で最も高かった。「要介護

1・2・3」が 25.5％、「要介護 5」が 23.3％であった。平成 23 年 9 月と比べて、「介護保険対象外」

が 1.1 ポイント増えていた。

介護保険利用者（平成 24 年 9 月）では、「要介護 1・2・3」が 51.7％と半数を占め、「要介護 5」

は 21.4％であった。

図表 103 １事業所あたり 要介護度別利用者数【訪問看護ステーション】

単位：人

平成 23 年 9 月【医療】（n=602） ➡ 平成 24 年 9 月【医療】（n=634）

平均値 標準偏差 中央値 平均値 標準偏差 中央値

要支援 1･2 0.4 1.2 0.0 0.4 0.9 0.0

要介護 1･2･3 3.0 7.1 2.0 2.8 3.3 2.0

要介護 4 1.4 2.3 1.0 1.3 1.9 1.0

要介護 5 2.5 3.2 1.5 2.6 3.0 2.0

介護保険対象外 5.6 15.4 1.0 6.6 17.4 1.0

申請中･自立･未申請 2.3 13.2 0.0 2.5 14.6 0.0

平成 24 年 9 月【介護】（n=654）

平均値 標準偏差 中央値

要支援 1･2 4.5 5.7 3.0

要介護 1･2･3 23.4 21.8 19.0

要介護 4 7.8 7.6 6.0

要介護 5 10.0 9.9 8.0

申請中 0.3 2.6 0.0

「保険医療機関」においては、医療保険利用者（平成 24 年 9 月）では、「介護保険対象外」28.5％、

「要介護 5」が 22.3％であった。

介護保険利用者では、「要介護 1・2・3」が 43.4％、「要介護 5」が 28.8％であった。
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